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標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 地方
て
裁判所の支部の管轄権につい

I
刀
口
巨
宏

ﾛ25年
14日

α
匡

一

ー

鄙
吾69
畠代理
弓総
國答
回答 総務局 昭和25年

明14日

2 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いについて

平成18年
3月17日

一第000344号

享鵜罎庭
1所長，最高
1所大法廷首
嘗記官，最高
り所事務総局
果長，司法研
斤長，裁判所
ﾖ総合研修所
最高裁判所
曾館長あて事
機長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

3 内閣総理大臣への司法
移管に関する事務の取
て

行
扱
政文書の
いについ

平成22年
3月30日
謡
識
轆
諭
覗
鵬
折職員総
所長，
所図
婁務
雲
寡

000867号

鶚鑿
課長，司
所長，裁
員総合研
，最高裁

譲篤

通達 泌書課 平成25年
7月24日

4 亟同錘干U脚T〃､印西1丁駆季弱しし国し

て保有する個人情報の適切な管理
について

平成18年
3月17日

一第000345号

富裁判所大法
高襄譜皇誌
局局課長，司
研修所長，裁
所職員総合研
所長，最高裁
所図書館長あ
事務総長通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

5 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いの実施等
について

平成18年
3月17日

1－第000347号
i等裁判所長
l"地方，家庭
判所長，最高
判所大法廷首
書記官，最高
判所事務総局
'課長，司法研
所長，裁判所
i員総合研修所
:，最高裁判所
|書館長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

6 公益通報に関する事務の取扱いに
ついて

平成18年
3月17日

一第000348号
等裁判所長

謝鵜竈
課長，司法研

蕊合瀧票
，最高裁判所

鬘館長あて事長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日
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8 最高裁判所事務総局等の組織につ
いて

平成1年3
月22日

§一第84号最
3裁判所事務総
;局課長，司法
鵬所長，裁判
f書記官研修所
き，家庭裁判所
3査官研修所
島，最高裁判所
q書館長あて事
§総長通達

通達 総務局 平成27年
3月5日

9 首席家庭裁判所調査官等に関する
規則の運用について

平成7年7
月14日
泉三第237号
奇等裁判所長
言，家庭裁判所
受あて事務総長
夜命通達

通達 家庭局 平成7年7
月14日

10 家庭裁判所医務室設置について 昭和27年
5月12日

泉庭甲第100号
泉庭裁判所長
(福島を除
く。 ）あて家庭
計長通知

通知 家庭局 昭和27年
5月12日

11 卜級裁判月T畢誘処埋規則の連用に

ついて
平成6年
月22日

7 総一第182号

庭
長
家
所
，
判
方
裁
地
等
，

古
司
営
旨

賎判所長あて事
際総長依命通達

通達 総務局 平成24年
3月26日

12 裁判所調査官による租税関係およ
び工業所有権関係事件の調査につ
いて

昭和48年
6月21日
ﾄﾘｰ第91号高
等裁判所長官、
也方裁判所長あ
て事務総長依命
閨達

通達 刑事局 昭和48年
6月21日

13 裁判所調査官による租税関係及び
工業所有権関係事件の調査の運用
について

昭和60年
12月20日

'一第109号
等裁判所長
，地方裁判所
あて行政局
ﾄ

,〃 刑事局長，
事局長，人事
長通達

通達 行政局 平成11年
3月30日

14 複数の事務局次長を置く裁判所の
指定及び事務局次長の員数の定め
について

平成8年7
月23日
ー第233号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長あて総
局長通知

通知 総務局 平成8年7
月23日

15 事務部を置く簡易裁判所の指定に
ついて

平成6年7
月21日
綴一第207号

庭
長
家
所
，
判
方
裁
地
等
，

苛
司
毎
コ

遡判所長あて総
努局長通知

通知 総務局 平成6年7
月21日

16 下級裁判所の事務局等の組織につ
いて

平成6年7
月29日

'一第213号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長あて事
総長依命通達

通達 総務局 拝
日
２
６
輔
卿
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18 課長補佐の設置について 平成6年7
月29日

1－第215号
等裁判所長
》地方，家庭
判所長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成24年
3月26日

19 課に置く係について 平成6年7
月29日

'一第229号

舗鞭驫庭
判所長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成27年
3月27日

20 課長補佐及び係の設置等の特例に
関する上申について

平成6年7
月29日
－第230号
等裁判所長
’ 地方，家庭
判所長あて総
扁尾彌逹

通達 総務局 平成20年
5月30日

21 握郵”永'帝琴腫麺刊卜灯司可亘~目せ厚

<家庭裁判所の指定及び次席家庭
裁判所調査官の員数の定めについ
て

〒蝿生寺千

3月 22日
高裁総一第000
16号高等裁判所
官，家庭裁判
長宛総務局長
1知

通知 綴務局 平成24年
3月22日

22 総括主任家庭裁判所調査官を
家庭裁判所及び家庭裁判所の
の指定について

薑
く
部
平成17年
2月24日

高裁総一第000
3号

通知 総務局 平成17年
2月24日

23 家庭裁判月T調宜冨皮ひ家庭裁判円T

調査官補の配置，組の構成等につ
いて

昭和62年
3月19日

一第63号高
裁判所長官，
庭裁判所長あ
事務総長依命
達

通達 総務局 昭和62年
3月19日

24 家庭裁判所調査官及び家庭裁判所
調査官補により構成する組の数に
ついて

昭和62年
3月19日

一第64号高
裁判所長官，
庭裁判所長あ
総務局長依命
達

通達 総務局 平成27年
3月20日

25

建謬巖霧舂器羅蟄謹
部相互間における家庭裁判所調査
官の利用について

昭和32年
3月5日

:庭甲第13号
i等裁判所長
I、家庭裁判所
i (盛岡を除
。 ）あて家庭
|長通知

通知 家庭局 昭和32年
3月5日

26 率j丁到鋳の家庭裁判月T調宜.目にX可

し支部事件の調査を命ずる場合等
の取扱いについて

昭和48年
3月23日

1－第64号家
局長回答

回答 家庭局 昭和48年
3月23日

27 調査官研究費の取扱いについて 平成23年
1月25日

三第000003号
方裁判所長
専任の所長が
かれている家
裁判所所
ある地方窪
を除く。 ）

地
判
〃

庭裁判所長宛
庭局長，経理
尾彌逹

通達 家庭局 平成26年
1月23日

28 医官研究費の取扱いについて 平成23年
1月25日

三第000004号
方裁判所長
専任の所長の
かれている家
裁判所所在地
ある地方裁判
を除く。 ） ，
庭裁判所長宛
庭局長，経理
長通達

通達 家庭局 平成26年
1月23日
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30 訟廷管理官の下に置く係について 平成6年7
月18日
億一第184号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
篭判所長あて総
努局長依命通達

通達 総務局 平成22年
1月27日

31 裁判員調整官の下に置く係につい
て

平成20年
5月30日

侭一第000779号
語等裁判所長
罫
。

三
〃

又〃

地方裁判所
家庭裁判所
蔓あて総務局長
友命通達

通達 総務局 平成21年
3月27日

jZ 侭奉”日J嗣言同ロ巳狸U~シ千”国I而

言記官を置く家庭裁判所の指定に
〕いて

昭和59年
7月13日
篭一第200号
奇等裁判所長
言、地方、家庭
浅判所長あて事
壗総烏涌知

通知 総務局 昭和59年
7月13日

33 庭箏の自席言百回.呂反Oジヰ四目I吊

許記官を置く家庭裁判所の指定の
R消しについて

半厩ゐ年

3月4日
侭一第149号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
畿判所長宛総務
弓尾;甫嵯ロ

通知 総務局 平成25年
3月4日

34 話箏の自席青冒己.目反O刑事の自席

彗記官又は首席書記官を置く簡易
茂判所の指定について

半厩~lb牛

2月27日
一第91号高
裁判所長官 『

方，家庭裁判
長あて総務局
彌知

埋失u 総務局 平成16年
2月27日

35 氏季”訳隔音肩口昌反U､7円季”氷I吊

書記官を置く高等裁判所等の指定
並びに次席書記官の員数について

半成Zb*

7月7日
ー第760号
等裁判所長
’

‘〃

地方裁
家庭裁對

所
所

あて総務局長
知

通知 総務局 平成26年
7月7日

36 等裁判所経由を要しない報告事
等について

平成19年
3月8日

88号
長
判所
判所
局長

0001

判所
方裁
庭裁
総務

第
裁
地
家
て

『

,〃

あ
知

通知 総務局 平成19年
3月8日

37 裁判所の保有する司法行政文
開示に関する事務の基本的取
について

霊
の
い
平成13年
3月29日
総一第82号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長依命通達

通達 総務局 平成17年
12月12日

38 瞼判所の保有する司法行政文
圖示に関する事務の基本的取
，実施の細目について

薑
の
い
平成13年
9月14日
総一第254号
高等裁判所長
官，地方，家庭
哉判所長あて総
務局長依命通達

通達 総務局 平成17年
12月20日

Ⅱ函】雫
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40 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成18年
3月17日

総一第000346号
高等裁判所長
宮，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

41 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いの実施等
について

平成18年
3月17日

一第000347号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長，最高
判所大法廷首
書記官，最高
判所事務総局
課長，司法研
所長，裁判所
員総合研修所
〃最高裁判所
書館長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

42 公益通報に関する事務の取扱いに
ついて

計 蝿 15ヰ

3月17日
一第000348号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長，最高
判所事務総局
課長，司法研
所長
員総
〃 最

〃
〈
ロ
一
宮

同

裁判所
研修所
裁判所

害館長あて事
総長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

43 鐵壷埋辛便に閏，今事務処埋の起用

について
平成18年
3月17日

一第000350号
等裁判所長
ダ 地方，家庭
判所長，最高
判所事務総局
課長，司法研
長
総
最
館
尾

所
員
，
書
扁

，
合
高
長
涌

裁判所
研修所
裁判所
あて総
逹

通達 繍務局 平成26年
8月8日

44 裁判所の保有する情報及び情報シ
ステムの取扱いについて

千j典lソヰ

3月16日
攻第000156号
等

常
鴬
常
鴬
。
可
彦
溌
三
又
図
篤

裁判所長
地方裁判所
家庭裁判所
最高裁判所
調査官，最
判所大法廷
書記官，最
判所事務総
課長，司法
所長，裁判
員総合研修
，最高裁判
書館長あて
総長依命通

通達 目羊区翠
有課
平成27年
3月26日
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46 頁j法1丁l駅X言uJの〔強寺“~ノレ、L 昭和61年
11月20日 薑義鍋皇号

『 地方，家庭
判所長あて秘
謹檮彌逹

通達 秘書課 昭和61年
11月20日

47 翫判月T埋冒d･目によ毎埋冒己に閏9つ

事務の運用について
半成~IU牛

3月20日
'三第56号高
裁判所長官，
方裁判所長，
庭裁判所長あ
総務局長通達

通達 総務局 平成16年
4月1日

48 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について

昭和43年
6月10日

!、地方、家庭
荊所長あて事
総長依命通達

通達 経理局 昭和55年
12月13日

49 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について

昭和60年
12月28日

E監第71号高
F裁判所事務局
島，地方，家庭
6判所長あて経
且局長依命通達

通達 経理局 平成7年3
月31日

50 臘判官の人事評価に関する規則の
昼用について

平成16年
3月26日

心任E第421
槁等裁判所長
『，地方，家庭
6判所長あて事
§総長涌逹

通達 人事局 平成16年
3月26日

51 琵裂l.目の人事詞呂1曲の襄馳寺IL~ンし、
戸

吟

平成16年
3月26日

唱任E第422
槁等裁判所長
『，地方，家庭
6判所長あて人
茅局長預逹

通達 人事局 平成16年
3月26日

52 篭判官の人事評価に係る評価書の
呆管等について

平成16年
3月26日
､任E第423
槁等裁判所長
I,地方，家庭
荊所長あて人
『局長通達

通達 人事局 平成16年
3月26日

53 検察審査会事務局の係長の命免等
について

昭和32年
1月24日
総総第22号地
方裁判所長あて
事藤繊信彌逹

通達 総務局 昭和49年
4月1日

54 裁判官の制服について 平成4年7
月29日
総一第166号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 平成14年
10月31日

55 参与判事補が法廷において審理に
立ち会う場合における制服の着用
等について

昭和47年
11月20日
総一第470号
地方裁判所長あ
て事務総長依命
通達

通達 総務局 昭和47年
11月20日

56 星李における法廷の服装について 昭和26年
7月30日
総一第121号
高等裁判所長官
（高松を除
く。 ）地方、家
庭裁判所長あて
＝

ー務
＆品、

叩▼い｡長通知

通知 総務局 昭和26年
7月30日
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ﾖ皇星騨知mU串局騨警察官の派出妾求始れ
11白’ ’について

58 裁判所書記官の職服に関する規程
の運用について

昭和30年
7月18日
総総第386号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 昭和30年
7月18日

59 法廷における弁護士の起立問題に
ついて

昭和27年
11月29日
一第137号
等裁判所長
、地方、家庭

贄霊議蕊
知

通知 総務局 昭和27年
11月29日

60 刑事法廷における証人等の保護に
ついて

昭和31年
9月12日

一第144号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて事務総長
達

通達 刑事局 昭和31年
9月12日

61 交通事件の検証現場における関係
人の安全確保について

昭和40年
12月21日

リニ第194号
訂等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
弓あて刑事局長
目知

通知 刑事局 昭和40年
12月21日

62 法廷等の秩序維持に関する法律お
よび規則の運用について

昭和27年
9月24日
二第1685
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
務総長通達

通達 刑事局 昭和27年
9月24日

63 法廷の秩序維持等にあたる裁判所
職員に関する規則の疑義について

昭和27年
12月26日

'一第144号
務局長事務取
回答

回答 総務局 昭和27年
12月26日

64 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく渦料の徴収について

平成7年3
月31日

'二第154号
i等裁判所長
'，地方，家庭
制所長あて事
総長通達

通達 民事局 平成26年
3月14日

65 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の事務取扱上の疑義につい
て

昭和28年
2月16日

2第89号高等
臘判所長官、地
ﾗ裁判所長（新
弓を除く。 ）あ
て訟狂課長通知

通知 総務局 昭和28年
2月16日

66 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の取扱について

昭和28年
7月9日
総第106号
等裁判所長
、 (仙台を除
)地方、家庭裁
所長あて
長事務取蕊

務
通

通知 総務局 昭和28年
7月9日

67 法廷等の秩序維持に関する法律の
施行に伴う法務省通ちょう等の参
考送付について

昭和27年
10月28日
二第1846
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
事局長通知

通知 刑事局 昭和27年
10月28日

68 下級裁判所における法廷等の警備
体制について

昭和27年
11月15日
二第136号
等裁判所長
、地方、家庭
判所長あて総
局長事務取扱
命通達

通達 総務局 昭和27年
11月15日

69 裁判〃T法による雪祭冨の派出要求

先について
昭和27年
10月14日
二第1785
号地方、家庭
判所長あて事
総長通達

通達 刑事局 昭和27年
10月14日
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民三第454号
地方裁判所長間
で再塞局尾． 綿

71 左廷寺の獄I予罐狩に閏~9つ法律澤

更事件記録の取扱及び保存につい
て

昭和27年
10月27日

第447号高
裁判所長官、
方、家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 総務局 昭和27年
10月27日

72 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件等の報告について

平成6年1
2月27日
一第390号
等裁判所長
β 地方，家庭
判所長あて総
局匡涌逹

通達 総務局 平成6年1
2月27日

73 貴廷秩j予維狩寺の7こめの菅晦状況

)報告について
平成畦E1
2月24日

一第287号
等裁判所長
’ 地方裁判所
あて刑事局長
達

通達 刑事局 平成6年1
1月9日

74 6判所法による警察官の派出要求
二ついて

昭和38年
11月7日

リー第156号
3等裁判所長
罫、地方、家庭
＃判所長あて事
§総長通知

通知 刑事局 昭和38年
11月7日

75 lの確定した弁護士の資格につい 昭和26年
7月30日
総一第117号
綴務局長回答

回答 総務局 昭
脹
ﾛ26年
30日

76 同髪エ守WLXu，旬1交兄I剤ヌロ”否

l,保佐開始の審判及び破産手続
I始の決定が確定した場合の報告
:ついて

平成5年4
月9日
総一第121号
高等裁判所長
宮，地方，家庭
裁判所長あて総
膣扁尾彌;室

通達 総務局 平成16年
11月26日

77 西ﾇ王“ぬレフ旬対自霊エ”唾￥向起しし

ついて
昭和27年
11月29日
総一第137号
高等裁判所長
官、地方、家庭
哉判所長あて総
務局長事務取扱
通知

浬知 総務局 昭和27年
11月29日

78 瓢1丁.目寺に閏す毎事務につい〈 平成6年1
2月20日
忌三第441号
奇等裁判所長
言，地方家庭裁
1所長あて事務
§長通達

通達 民事局 平成18年
3月28日

79 執行官の事務に関する記録及び帳
簿の作成及び保管並びに現況調査
の手数料の加算の基準について

平成9年3
月13日
忌三第125号
也方裁判所長あ
で事務総長依命
閨達

通達 民事局 平成26年
3月20日

80 執行官の事務におけるコンピュー
タを利用した事務処理について

平成21年
12月25日

嘉三第000989号
也方裁判所長あ
て事務総長依命
重達

通達 民事局 平成21年
12月25日

81 乢行官の事務におけるコンピュー
zを利用した事務処理の運用につ
､て

平成21年
12月25日

弓三第000991号
h方裁判所長あ
戸尾菫局尾彌逹

通達 民事局 平成21年
12月25日

82 l行官の事件に関する保管金の取
tい等について

平成4年
月25日
9 :三第270号
痔裁判所長
『，地方・家庭
制所長あて民
凋長，経理局
§，総務局長通
■
ご
呂
面

通達 民事局 平成17年
3月31日

83 H丁目の箏汗の旨巳琢の表紙反01E

i等の記載要領並びに事件の処理
:ついて

平成9年3
月13日

三第127号
方裁判所長あ
民事局長通達

通達 民事局 平成26年
3月20日
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85 執行官の手数料及び費用に関する
規則第36条第2項に定める旅費
の支給等に関する事務の取扱いに
ついて

平成6年1
2月20日
忌三第460号
奇等裁判所長
言，地方，家庭
蛍判所長あて民
肩局長涌逹

通達 民事局 平成6年1
2月20B

86 執行官の事件に関する金銭の保管
を裁判所において行なう場合の取
扱いについて

昭和43年
7月17日
;三第601号
(高裁経由）地
『裁判所長（岡
jを除く。 ）あ
『民事局長事務
6理通知

通知 民事局 昭和43年
7月17日

87

潔呈灌謡嘉籠芋鱸鴎
受け入れる場合の保管金受入通知
書の種目について

賭扣53年

8月21日
:三第812号
；等裁判所長
、

両
０
８
号
・
ア
モ

地方裁判所
(松江を除

;。 ）あて民事
i長通知

埋知 民事局 昭和53年
8月21日

88 E融機関の合併及び転換に関する
緯第49条第2項に規定する通
1に関する事務の取扱いについて

昭和60年
12月28日 号

あ
鐸

三第2304
地方裁判所長
て民事局長通

通達 民事局 平成18年
2月8日

89 融機関の合併及び転換に関する
緯第二十条第二項の執行官の通
lについて

昭和43年
6月13日
:三第518号
(高裁経由）地
｢裁判所長殿
(東京を除
）あて民事
通知

通知 民事局 昭和43年
6月13日

90 瓢1丁.目殊用達言の実馳に~ンし、（ 半厩11年

9月28日
民三第512号
地方裁判所長あ
て民事局長，人
事局長依命通達

通達 民事局 平成21年
3月19日

91 執行官の人事記録の作成，保管等
及び人事異動通知書の作成等につ
いて

平成14年
3月29日

弓三第124号
ﾛ方裁判所長あ
r民事局長通達

通達 民事局 8年

92 M丁目にX可9つ

:国庫補助金の蕊
f用1員玉uJ又石

について
昭和45年
8月28日

弓三第761号
回方裁判所長
(熊本を除く）
うて民事局長通
ロ

通知 民事局 昭和45年
8月28日

93 1行宮
§手数
こ対す‘
卸の支1
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

5不動産の売却の実
合について

F成9年1
1月24日
男三第620号
嘉事局長回答

回答 民事局 平成9年1
2月24日

94 l立岸”Fヨ菅伽”句1旗同月罰､膣Uノー

日命令に基づき，執行官が動産の
|渡しを受ける場合の手数料につ
､て

Z成12年
月7日
男三第130号
晶事局長回答

回答 民事局 平成12年
3月7日

ﾘコ 弓動産執行事件の集約処理庁にお
卜る執行官の現況調査旅費の取扱
､等について

平成19年
11月15日

忌三第000693号
k田地方裁判所
曼あて民事局長
.答

回答 呈事局 平成19年
11月15日

96 q行官の職務の朝行に対する管祭
二の援助について

昭和55年
9月22日
:三第1049
卜地方裁判所長
》て民事局長通
］

通知 完事局 昭和55年
9月22日

97 汎行官等の職務の執行に対する市
『村の職員の立会いについて

昭和55年
9月29日
:三第1070
卜地方裁判所長
）て民事局長通
］

通知 民事局 昭和55年
9月29日

98 兼務庁における執行官事務の取扱
い及び執行官に対する旅費の支給
について

昭和61年
9月12日

三
方
民
局

．
Ｐ
ｕ
ｈ
ｕ
望
戸
烏
口
匡

宮577号
鷺判所長あ
蟇局長
罠通達

' 経

通達 晃事局 平成18年
3月28日

99 執行吏事務処理上の疑義について 昭
帳
ﾛ4（
6E
年 三
長

二
元
．
可

吾2号民事
｡答

回答 民事局 昭和4（
1月 6E
年
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101 秒例刀エ”ﾂ内ヌⅥ列叩厭甲”鵬到j旱T閉咄垂

の支給について
昭
族
ｆ
ｌ
40年
4日
晶三第422号
晃事局長回答

回答 氏畢局 昭和40年
6月14日

102 乢行官の腕章について 昭和53年
6月2日
男三第488号
也方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 昭和53年
6月2日

103 償税法施行に伴う民事，刑事，
篭及び少年各事件における報酬
胃の取扱いについて

平成1年3
月28日

三第796号

奪謡潅庭
削所長あて経
局長，民事局
刑事局長，
医局長通知

通知 民事局 平成1年3
月28日

104 2事事件記録の編成について 平成24年
12月11日

三第000339号
等裁判所長
家庭裁判所
あて事務総長
菫

通達 総務局 平成26年
2月12日

105 Eの返還に関する事件の記録の編
§等について

平成26年
2月12日

篭三第28号高
等裁判所長官，
泉庭裁判所長あ
て事務総長通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

106 少年調査記録規程の運用について 昭和29年
11月12日
家庭甲第154
号家庭裁判所長
（山口を除
く。 ）あて家庭
局長通知

通知 家庭局 昭和29年
11月12日

107 少年調査記録の様式について 平成12年
6月30日

第281号
裁判所長あ
庭局長通達

通達 家庭局 平成12年
6月30日

108 第一審強化方策の実施について 昭和31年
7月6日

鶴216号
裁判所長
地方、家庭
|所長あて最
i判所長官通

通達 総務局 昭和31年
7月6日

109 第一審強化方策の実施について 昭和31年
7月19日

総第226号
方裁判所長あ
雲務総長通達

通達 総務局 昭和55年
12月24日

110 第一審強化地方協議会の結果の報
告について

昭和40年
1月12日

§一第13号地
ﾗ裁判所長あて
§務局長依頼

依頼 総務局 昭和40年
1月12日

111 判決書作成の長期化の防止につい
て

昭和39年
8月21日
俊一第193号
訂等裁判所長
言、地方、家庭
髄判所長あて事
搭総長依命通達

通達 総務局 昭和39年
8月21日

112 事件の受付及び分配に関する事務
の取扱いについて

平成4年
月21日
8 総三第26号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成27年
3月17日

113 交通切符による少年事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
家二第120号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 拝
日
２
０
輔
弼

＝ ■■

1面＝
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115 交通切符制度による事件の受付に
関する事務の取扱いについて

平成9年7
月16日

三第80号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 総務局 平成9年7
月16日

116 氏事事汁吻冥1リレし~ノし、《 昭和50年
12月24日

02号
所長
裁判所
を除
て総務

１
判
方
京
あ
知

第
裁
地
東
ｊ
通

三
等
、
く
。
長

通知 総務局 昭和50年
12月24日

117 司法第267
杲提供命令の
て
壼讓溌譲≦程

平成7年5
月29日

匡第37号高
裁判所長官 '
｝方裁判所長(東
【を除く。 ）あて
鵬局長通知

通知 総務局 平成7年5
月29日

118 笥易裁判所の事物管轄に属する民
蟇訴訟事件の受付について

昭和57年
8月20日 轤紬鑑

｝て民事局長、
鵠局長通達

通達 晶事局 昭和57年
8月20日

119 忌事訴訟法第一九八条第二項によ
る申立事件の手数料および立件の
可否について

昭和47年
1月12日

二第25号高
裁
方
判所長官、
裁判所長
東京を除
◎ ）あて民事
長、総務局長
知

通知 民事局 召和47年
月12日

120 況刊.目誌汰u0Lより園ﾇ同9つﾕ厘科季

牛の取扱いについて
昭和42年
4月17日

三第24号総
局長、民事局
回答

回答 総務局 昭和42年
相17日

121 再審事件取扱上の疑義について
(刑事再審事件の記録符号）

昭和28年
2月10日

串ノコ盲同迩廷

長事務取扱回
回答 総務局 昭和28年

2月10日

122 圷函寸珊”1皿頭”昇疋＝雫ししジしDL 昭和31年
12月12日

事甲第412
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和31年
12月12日

123 男事事
更び記鰡呈露謨零書等の様式

平成16年
1月23日

三第2号高等
判所長官，地
『 家庭裁判所
あて総務局
，民事局長，
庭局長通達

通達 総務局 平成20年
3月27日

124 争点整理手続期日調書の写し送付
の取扱いについて

平成16年
3月26日

三第65号総
局長回答平成
6年3月26
総三第66号
等裁判所長
ﾛ

。

地方裁判所
(仙台を除
） ’ 家庭裁
所長あて総務
長参考通知

通知 総務局 平成16年
3月26日

125 少額
テ ■■■■■琴
訟における手続教示，録音
等への記録の手続及び口頭

弁論調書の作成について

平成9年7
月16日

三第84号地
裁判所長あて
務局長，民事
長通達

通達 総務局 平成20年
3月27日
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127 証拠等関係カードの様式等につい
て

平成12年
8月28日
二第277号
等裁判所長
ダ 地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 刑事局 平成17年
10月26日

128 証拠等関係カードの記載要領につ
いて

平成12年
8月28日
二第278号
等裁判所長
β 地方，家庭
判所長あて刑
局長，総務局
依命通達

通達 刑事局 4年

129 刑事訴訟記録の編成等について 平成12年
10月20日

三第128号
等裁判所長
地方，家庭
剛所長あて事
総馬涌逹

通達 総務局 平成21年
3月10日

130 けり季娯吉脂隠面肩帝箏f十”銅言《〃嫁

式，記録の編成等について
平成20年
10月22日

三第000990号
等裁判所長
地方裁判所
らて総務局
刑事局長通

通達 総務局 年
日
５
０
２
２
成
月
平
川

131 巨療観祭事件記録の編成について 平成17年
7月12日

三第000221号
等裁判所長
，地方裁判所
あて事務総長
達

通達 総務局 平成17年
7月12日

132 路子u〃T西”一両l》莚啄エヲつ露1手”

眞用等について
昭和35年
8月26日
公一第254号
訂等裁判所長
言、地方、家庭
茂判所長あて事
努総長依命通達

通達 総務局 昭和35年
8月26日

133 既刊言あよOZﾐ判調言の垂蛎勾“
ついて

昭和26年
明21日

二第1877
号高等裁判所
言、地方、家
歯判所長あて
目局長通知

通知 刑事局 昭和26年
8月21日

134 公職選挙法第二百五十一条の二第
一項各号、第二項または第二百五
十一条の三各号に掲げる者の所定
の罪にかかる刑事事件に関する公
判調書の整理および裁判書の作成
の促進方について

昭和38年
2月27日

二第16号高
鴬判所長官、
5裁判所長あ
刑事局長、
茎部長事務代
圏知

通知 刑事局 昭和38年
2月27日

135 妾見禁止記録の取扱いについて
(保存および起訴された場合の取
及）

昭和36年
6月19日

'一第128号
i等裁判所長
I、地方(大分を
;＜･ ）、家庭裁
|所長あて訟廷
I長通知

通知 総務局 昭和36年
6月19日

136 皮疑者に対し勾留に関する処分を
了なった場合の書類の処置につい
て

昭和36年
7月13日

N一第143号
I等裁判所長
F，地方（
ﾐく。 ） 、
福
家
岡を
庭裁

l所長あて訟廷
I長通知

通知 総務局 昭和36年
7月13日

137 空訴審で
D記録の

多送の判決のあった事件
Ⅲり扱いについて

昭和44年
1月30日

篭三第8号総務
弓長回答

回答 総務局 昭
帳
ﾛ44年
30日



｜ ｜ ｜ ’

魚

声、

罐認,；’
15Z

’

139 干訟=この顎

Fれた訴冒
目原本の‘

７
，
二
、
Ｌ
Ｉ
Ｅ

助付与決定により猶予
費用の支払を命ずる決
存について

昭和47年
11月21日

§三第73号総
洞長回答

回答 総務局 昭和47年
11月21日

140 上告の結果等の通知について 昭和39年
12月12日
総三第122号
家庭裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和39年
12月12日

141 事件記録等の廃棄について 平成11年
7月19日

最高裁総三第45
号高等裁判所長
官（札幌を除
く。 ） ，地方
（札幌を除
く。 ） ，家庭裁
判所長あて総務
局長通知

通知 総務局 平成11年
7月19日

142 袰件記録の保官皮ひ送付に閏する

事務の取扱いについて
平成7年3
月24日

侭三第14号高
享裁判所長官，
也方，家庭裁判
斤長あて総務局
曼通達

通達 総務局 年
日
５
０
２
２
成
月
平
川

143 |口氏奉訴亟奉1十面巳琢”辿垂ししジし､

て
昭和57年
4月22日

聡三第16号高
等
也琴
判所長官 、
裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和57年
4月22日

144 刑事事件記録等の事件終結後の送
付及び保存に関する事務の取扱い
について

平成4年9
月4日

臘三第36号高
等裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて総務局
弓摘捧

通達 総務局 平成21年
4月24日

145

I竈さ
起訴手続において請求棄却の決
があった場合、検察官から送付
れた書類等の処置について

昭和36年
11月1日
訟一第223号
訟廷部長回答

凹晉 総務局 昭和36年
11月1日

146 2疑者の弁護人選任許可（刑畢訴
槻則第二十七条第一項ただし
;）請求記録の取扱いについて

昭和46年
5月31日
総三第32号高
等裁判所長官、
地方(甲府を除
く。 ）、家庭裁判
所長あて総務局
長通知

通知 総務局 昭和46年
5月31日

147 斥訟記録取扱の疑義について（支
ﾑ命令に対する異議を取下げた場
き）

昭和29年
6月14日
一第468号
廷部長事務取
回答

回答 総務局 昭和29年
6月14日

148 事件記録等の閲覧等に関する事務
の取扱いについて

平成9年8
月20日

三第97号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて総務局
通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

149 勾留理由開示記録の処置について 昭和45年
2月9日

■■■■

一
篝
0

第16号高
判所長官、
(青森を除

） 、家庭裁
所長あて刑事
長、総務局長
知

通知 刑事局 昭和45年
2月9日

150 検察審査会法第三十七条第二項の
規定による証人召喚請求事件記録
の取扱いについて

昭和45年
11月28日

言
向
亘
言０８第

一
一
一

間
為

F裁判所長官、
ﾛ方裁判所長
(水戸を除く）
》て総務局長通
］

通知 総務局 昭和45年
11月28日

151 準抗告事件記録の取扱いについて 昭和48年
1月24日

三第9号総務
長回答

回答 総務局



l l l l通達

/垂､
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153 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の取扱について

端矛uZUヰ

7月9日
総第106号

等裁判所長
、 (仙台を除
)地方、家庭裁
所長あて総務
長事務取扱通

涌知 局|’ｰ 昭gザ＝■ｰ‐‐■ﾛ 和28ー■口守 1口

7月9日

154 審判前の保全処分の事件記録及ひ
審判書原本の保存期間について

昭和58年
3月3日

等
家

言
向
、

号
官
６
長
第
所
三
判
裁判所長(釧路
除く。 ）あて総
局長通知

通知 総務局 昭和58年
3月3日

155 前U争季1千吻支1リ“~ソし、L W1ﾘ課

法第五
事件の菫
第一項により併合された
件番号）

昭和36年
明25日
一第166号

I

D

等裁判所長
、 地方裁判所
(鹿児島を除

。 ）あて訟廷
|長通知

通知 総務局 昭和36年
8月25日

156 公訴棄却の決定（刑』
三九条第一項）が椀
り消された場合の立1

罫訴訟法第三
奇裁判所で取
卜の要否

昭和35年
2月18日

I廷部長電信回
：

回答 総務局 昭和35年
2月18日

157 選挙法違反事件のうち受理、結果
通知及び判決書謄本の送付を要す
る事件に関する取扱について

昭和29年
3月22日
－第168号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて訟
部長事務取扱
達

通達 総務局 昭和29年
3月22日

158 公職選挙法第二五三条の二に該当
する事件の記録の取扱について

昭和30年
4月23日
一第205号
等裁判所長官
よび地方裁判
長あて訟廷部
事務取扱通達

通達 総務局 昭和30年
4月23日

159 少ヰ事1千に閏g-つ言頬の参考言乱
等について

平成18年
9月14日

二第（
庭裁斗
家庭I
局長i

00949号
ﾘ所長あ
ぅ長，総

その
他
家庭局 平成18年
9月14日

160 少年法第三十一条の費用徴収につ
いて

昭和47年
8月12日
ﾐ三第179号
ﾐ庭局長、総務
;長、経理局長
I答

回答 家庭局 昭和47年
明12日

161 家事審判に対する再審申立てがあ
つた場合の取扱いについて

昭和37年
9月5日

'二第146号
等裁判所長
'、家庭裁判所
:(大分を除

○
、

)あて
訟廷
;代埋通

家庭局

部
知
長事

通知 家庭局 昭和37年
9月5日

162 家事審判法第二三条の審判に対す
る再審申立があった場合の取扱い
について

昭和47年
4月20日

二第83号家
司長、総務局
｡答
謹

回答 家庭局 昭和47年
明20日

ロ ロ

163 ーg一甲一●■■ー『■－－句一■ローゥウロマ一

分について
ー｡‐＝一■一宇－ 一■ー qー q■

7月12日

I■■

司2
ー■ーー
00号
ー 一 一

廷部長事務取
、 経理局長回

同塞
一一

局
■‐一Fーマーマーー
昭和35

7月12日

164 押収物等取扱規程の運用について 平成7年4
月28日

三第24号高
裁判所長官 〃

方，家庭裁判
長あて事務総
依命通達

通達 総務局 平成24年
6月21日
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166 茂判所における押収物等取扱規程
D施行について

昭和35年
7月23日

一第219号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて訟
部長通知

通知 総務局 昭和35年
7月23日

167 ｆ
…
１
１
１
１
又物リ
リ記；
綴目録の被押収者住所
壷について

覇弓 昭
帳
ﾛ36年
5日
一第71号訟
部長回答

回答 総務局 陥
り

■
■
４
０
■
■
■
。

』
叩
Ⅷ
Ｐ
伊
田
ロ

36年
日

168 押収物の取扱いについて （外国
人登録証明書の還付）

■
ｄ
ｊ
ｒ
１
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ム
タ
昭
掴

ﾛ35年
弓27日

巨
言四
答
六
回
三
長
第
部
一
廷

回答 総務局
。
●
ｊ
○
ｊ
●

昭
枢

Ｉ
・
呂
・

35年
27日

169 甲収物の処分について外国に在
主する外国人に対する還付方法

昭和36年
3月22日

D
一第65号高

勢
◎

判所長官、
(神戸を除

） 、家庭裁
所長あて訟廷
長通知

通知 総務局 昭和36年
3月22日

170 冒子情報処理組織を用いた場合に
Bける押収物等に関する事務の取
没いについて

平成17年
3月31日

高裁総三第000
2号高等裁判所
官，地方，家
裁判所長あて
務総長依命通

通達 総務局 平成24年
6月21日

171 昏受の原記録の取扱いに関する規
呈の運用について

平成12年
7月27日

三第79号地
裁判所長あて
務総長依命通

1囮]雫 総務局 平成12年
7月27日

172 犯罪捜査のための通信傍受に関す
る法律及び同規則の施行に伴い提
出される事件関係書類等の編成に
ついて

z成12年
月14日

三第85号地
裁判所長あて
務局長
長通達

〃 刑事

哩ｽ菫 総務局 平成12年
8月14日

173 傍受の原記録の保管に関する通知
について

平成12年
8月14日

i三第88号高
裁判所長官，
方裁判所長あ
総務局長
局長通達

〃 刑

通達 総務局 平成12年
8月14日

174 I方＝”犀目口癖〃､1万＝西ロイハセ元1Ⅶし

た裁判官が所属する地方裁判所の
本庁又は支部以外の当該地方裁判
所の本庁又は支部に提出された場
合における訟廷事務の取扱いにつ
いて

平成12年
8月14日

三第89号地
裁判所長あて
務局長‘刑事
長通達

通達 総務局 平成17年
12月7日

175 哉判所の事件に関する保管金等の
取扱いに関する規程の運用につい
て

平成4年9
月2日

三第31号高
裁判所長官 〃

方，家庭裁判
長あて事務総
依命通達

通達 総務局 平成26年
10月31日

176 書記
り扱

受付を担当する裁判所
管金に関する事務を取
について

件の
が保
場合

事
官
う

平成12年
8月31日

三第96号高
龍判所長官 『

ぢ，家庭裁判
長あて事務総
衣命通達

通達 総務局 平成21年
2月16日

177 下級裁判所会計事務規程寺に規定

する保管金等の処理に関する書類
及び帳簿諸票の様式について

平成7年3
月29日

監第27号高
賎判所長官，
方，家庭裁判
罠あて事務総
衣命通達

通達 経理局 平成20年
2月5日

178 保管金の預金口座による受入れ等
に関する事務の取扱いについて

平 『戎5年1
2月27日

監第122号

害懇罎庭
判所長あて事
総長通達

通達 経理局 平成26年
3月24日
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肉
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譜羅濡債誰
沸騰
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１
１
１
１

局
，
判
局
彌

号
官
裁
務
尾

８
長
庭
総
晨

ｚ
零
塁
家
て
里

180 卦月U吻起1Ⅶ謂水刀､ご不LCし､旬1禾官

畠の還付手続について
平成10年
10月20日

等裁判所事務
長，地方裁判
事務局長，家
裁判所事務局
あて総務局第
課長，経理局
査課長事務連

事務
連絡
経理局 平成10年
10月20日

181 コンピュータを利用した事務処理
システムによる保管金の取扱いに
ついて

平成12年
8月31日
監第114号
i等裁判所長
l,地方，家庭
荊所長あて事
総長依命通達

通達 経理局 平成17年
3月31日

182 民営金事務処理システムを利用し

畠保管金に関する事務処理の運用
二ついて

平成17年
3月31日

号
所

刀
長
判

例
所
裁

伽
判
方

第
裁
地

監
等
卜
b

p〃

Ｂ
Ｏ
Ｉ

家庭裁判所
(専任庁）あ
経理局長通達

通達 経理局 平成25年
2月28日

183 弓事裁判事務処理システムによる
鳥管金の取扱いについて

平成12年
8月31日
監第115号
i等裁判所長
'，地方裁判所
あて経理局長
!達

通達 経理局 平成17年
3月31日

184 玉畢執ｲ丁事

呆管金の取聯
埋シ人ナムによ毎

について
平成15年
5月6日

監第45号高
裁判所長官，
１
１方裁判所長あ
経理局長通達

通達 経理局 平成17年
3月31日

185 国選弁護人，研修
る旅費，日当及び零

師等に支給す
泊料に対する

源泉徴収の取扱いについて

平成11年
11月10日

第98号高
判所長官，
，家庭裁判
あて経理局
達

監
裁
方
長
通

通達 経理局 平成11年
11月10日

186 E~罠壷”ぬ煙同月季1種しL一V・L1冥瀝

畠押命令があった場合の保管金の
8出通知等に関する事務の処理に
)いて

昭和56年
12月12日

寺郵刊"1日J鏑

記官、地方裁
所事務局長、
,方、家庭裁判
首席書記官あ
総務局第三課

I

D通知

通知 総務局 昭和56年
12月12日

187 ｢民事訴訟費用等に関する法
律」 ， 「刑事訴訟費用等に関する
法律」等の運用について

平成9年1
2月22日
二第616号
等裁判所長
' 地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 民事局 平成12年
8月28日

188 号納郵便切手の取扱いに関する規
2の運用について

平成7年3
月24日

三第18号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
依命通達

通達 総務局 平成18年
2月24日

189 易納郵便切手を訟廷管理官が自ら
2管すべき場合について

平成12年
8月31日

三第91
裁判所j
方，家＃
長あて鳶
依命通i

高
〃
判
総

号
官
裁
務

ｈ
’
三
竃
宇
エ
ニ
コ
ヨ
」
Ｅ
一

通達 総務局 平成21年
2月16日
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肉

鰹､

司壷人に赤
鶇号檸達騨務局甥譜

’
訴

’
．
ｍ
差
Ｅ
望
詞

191 予納郵便切手の取扱いについて
’
昭
蛎

ｂ
由
口
咀
Ｆ
ｇ
ｄ
ｂ

46年
日
三第70号総
局長回答

回答 総務局 踊
螂
46年
日

192 事件記録の送付質用について 昭和47年
7月12日

三第37号総
局長事務代理
答

回答 総務局 昭和47年
7月12日

193 事件記録の送付費用等について 昭和47年
11月13日

三第70号総
局長回答

回答 総務局 昭和47年
11月13日

194 靱竹状況を明確にするための処分

票の作成について
昭和28年
8月29日

第478号
裁判所長
地方、家庭
所長あて刑
長、訟廷部
務取扱通知

一
等
、
判
局
事

､

通知 刑事局 昭和28年
8月29日

195 祠イハ元1u毒、Uノ駆誕ノコレ←ノU・L 昭和24年
3月1日
'一第2400
高等裁判所長
'、地方裁判所
:あて刑事局長
!達

通達 刑事局 昭和24年
3月1日

196 最高裁判所による書記官事務等の
査察について

平成13年
9月4日
一第248号
等裁判所長官
て事務総長依
通達

通達 総務局 平成13年
9月4日

197 書記官事務等の査察について 昭和61年
6月30日

第15号高
判所長官，
，家庭裁判
あて事務総
達

三
裁
方
長
通

ｂ
ｂ
Ⅱ
ｐ
■
Ｂ
ｉ
ト
ー
Ｉ
■
Ｆ
■
■
ｐ
，
序

通達 総務局 平成23年
11月25日

198 家庭裁判月T調宜.目事務の宜園寺に
ついて

平成18年
3月28日

！ :あて家庭局長!達

通達 家庭局 平成18年
3月28日

199 事件関係の帳簿諸票の備付け等に
ついて

平成4年8
月21日

三第27号高
裁判所長官 グ

方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

200 限薄詣崇の備付け等に関する事務
の取扱いについて

平成4年8
月21日

篭三第28号高
等裁判所長官，
他方，家庭裁判
折長あて総務局
畠通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

201 泉庭裁判所調査官の調査事務に関
する帳簿の備付け等について

平成16年
3月31日

最高裁家三第8
4号高等裁判所
長官，家庭裁判
所長あて家庭局
長通達

通達 家庭局 平成26年
3月27日

202 玉事事1千摸ひ竹l収雪汗の1反耽満処

里の実施について
平成16年
2月13日

i二弟36号局

裁判所長官，
|方，家庭裁判
長あて事務総
Ｂ
Ｐ通達

通達 総務局 平成16年
2月13日

203 WU事事件における書留郵便に付す
る送達の書留郵便物受領証の取扱
について

昭和34年
6月3日
訟一第220号
高等裁判所長
官、地方（岡山
を除く。 ） 、家
莚裁判所長あて
訟廷部長、経理
局長通知

通知 総務局 昭和34年
6月3日
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205 K国軍人等にあてた特別送達郵便
卿の取扱について

昭和30年
7月12日

一第354号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて訟
部長事務取扱
知

通知 総務局 昭和30年
7月12日

206 存啓者に対する特別送達郵便物の
取扱いについて

昭和44年
9月10日

三第48号高
裁判所長官、
方、家庭裁判
長あて総務局
通知

通知 総務局 昭和44年
9月10日

207 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日

三第26号高
裁判所長官、
方、家庭（東
を除く。 ）裁
所長あて総務
長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

208 判所速記官による速記に関する
務の運用について

平成10年
3月20日

三第56号高
裁判所長官
方裁判所長

″
〃

庭裁判所長あ
総務局長通達

通達 総務局 平成16年
帽1日

209 録首反訳万式に関す今争誇の連用
について

平成10年
3月20日

'三第57号高
裁判所長官，
l方裁判所長，
:庭裁判所長あ
.総務局長通達

通達 総務局 平成21年
3月30日

210 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処
理方法について

昭和30年
5月16日
:事甲第138
；高等裁判所長
:、地方裁判所
号あて民事局長
§知

通知 民事局 昭和30年
5月16日

211 速記事務用の備品および消耗品に
ついて

昭和33年
3月25日

』一第97号高
;裁判所長官、
u方裁判所長あ
r訟廷部長、
目扁尾彌座、

経

通知 総務局 昭和33年
3月25日

212 事務の収敬いについて家畢番判

または家事調停における謄抄本証
明書の手数料等

昭和37年
1月29日

A一第18号高
骨裁判所長官､
そ庭裁判所長
(新潟を除
b◎ ）あて訟廷
B長、家庭局長
凰知

通知 総務局 昭和37年
1月29日

213 裁判月T塗古の・目報J萄戟泰卜玉の取疋

について
平成9年3
月13日

呈監第22号高
亭裁判所事務局
畠，地方裁判所
畠，家庭裁判所
島あて経理局長
圃知

通知 経理局 平成15年
4月1日

214 公示催告手続に関する官報公告文
様式の定型化について

昭和63年
3月18日
:二第824号
u方裁判所長あ
厚岸車扁尾彌逹

通達 民事局 平成24年
12月19日

215 1到産子禰zしし閏9つ・目¥鼠廼古又ｲ家ｴ､

の定型化等について
昭和63年
3月18日
:三第826号
ﾛ方裁判所長あ
F民事局星彌逹

通達 民事局 年
日
８
３
１
１
成
月
平
枢

Z16 家事番干Uに閏す毎冨報塗吉稼式の

定型化等について
昭和63年
3月25日

ミー第90号家
E裁判所長あて
2庭局長通達

通達 家庭局 平成24年
12月6日
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218 聞栗登記規則寺の一部を奴止す今

当令等の施行に伴う登記事務の取
没い等について

平成14年
11月22日
総三第11 1号

喜害謬罎庭
哉判所長あて総
務局長通知

通知 総務局 平成14年
11月22日

219 元尹尹需庁r 1 J曝尹1十座U~琴尹尹1十

こ関する文書の契印の取扱いにつ
,､て

半域1 I牛

2月3日
'三弟5号局寺

判所長官，地
，家庭裁判所
あて総務局
I，民事局長，
政局長，家庭
長通知

通知 総務局 平成11年
2月3日

220 美仁1Jに準す勺強直に閏9つ箏嬬の
取扱いについて

昭和63年
3月18日

三第12号高
裁判所長官 〃

方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 総務局 平成11年
12月9日

221 4印に準ずる措置に関する事務の
:用について

平成4年2
月28日

第
判
，
あ

三
裁
方
長

〃

あ
〃

1 4号高
所長官 〃

家庭裁判
て総務局
民事局長，
事局長，行政
長，家庭局長
命通達

通達 総務局 平成5年6
月30日

222 民事事件及び行政事件の判決正本
等における製本された別冊部分の
契印の省略について

平成5年6
月30日

三
裁
方
横
。
長
'

第48号高

鑿
浜
）
’

所長官，
判所長
を除
あて総務
民事局
行政局長通

通知 総務局 平成5年6
月30日

223 認証等用特殊用紙に関する事務の
取扱いについて

平成22年
5月25日

三第000078号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長あて総
局長通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

224 5易裁判所の民事手続に関するリ
-フレットの取扱いについて

平成12年
10月19日

二第555号
方裁判所長3
民事局長通喪

通知 民事局 平成12年
10月19日

225 湯裁判所の民事手続に関する定
獄状等用紙及び定型調停申立書
}紙の取扱いについて

平成12年
11月9日
民二第583号
地方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成12年
11月9日

226 』訳人の付された証人尋問寺を露

【した録音体の保管等に関する事
;の取扱いについて

平成1年1
1月30日

三第33号高
裁判所長官 グ

方，家庭裁判
長あて総務局
グ 刑事局長通

通達 総務局 平成7年1
1月8日

227 民事国際司法共助事件の事件記録
の保存期間について

平成5年1
月12日

号高等
官，地
長(東京
)あて総
民事局

三第2
判所長
裁判所
除く。
局長，
通知

通知 総務局 平成5年1
月12日

228 コンピュータを利用した事務処理
について

平成5年3
月30日

■
仔
伊
〃
ロ
日
ロ
ロ
ヲ
ロ

第
判
、
あ
命う

三
裁
方
長
依

1号高
長官、
庭裁判
事務総
達

ジ
守
口
日
罰
ｒ
、
Ｐ
ｐ
冨
回
里

通達 総務局 平成26年
2月27日
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公

魚

豐号陣達膵務傭ヨの参加する刑
訟関係人の尋陪『

230 昨~目垂尹3万池窪ンハアニ痙牛U崩し

た裁判所の事件に関する保管金の
取扱いについて

平成17年
3月31日

'三第000101号
|等裁判所長
'，地方，家庭
判所長あて総
局長通達

通達 総務局 平成20年
2月5日

231 民事裁判事務支援システムを利用
した事務処理の運用について

平成20年
2月5日

総三第000023号

薑害謬溺所
長あて総務局長
通達

通達 総務局 平成26年
2月27日

232 刑事裁判事務支接システムを利用
した事務処理の運用について

平成23年
1月13日

総三第000004号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長宛総務
局長通達

通達 総務局 平成26年
10月31日

233 :事執行事件処理システムを利用
,た事務処理の運用について

平成17年
3月31日

:あて総務局長
!達

通達 総務局 平成26年
2月27日

234 事訴訟法第132条の10第1
に規定する電子情報処理組織を
いて取り扱う督促手続に関する
務の取扱いについて

平成18年
8月9日

’
'一第000574号
京地方裁判所
:あて民事局長
!達

通達 民事局 平成18年
8月9日

235 促手続オンラインシステムを利
した事務処理の運用について

平成18年
明9日

三第000977号
京地方裁判所
あて総務局長
達

通達 総務局 平成26年
2月27日

236 期日進行管理プログラム（簡裁民
事事件用）を利用して事務処理を
行う場合の事件簿等の様式につい
て

平 〃戎16年
8月27日

§三第109号
h方裁判所長あ
r総務局長通達

通達 総務局 平成16年
8月27日

237 責権執
一タをi
今の事

■■■■

■
■
堅
守

、
■
，
■

寺串件に関してコンヒユ

用して事務処理を行う場
簿等の様式について

平成17年
4月20日

§三第000179号
､方裁判所長あ
r総務局長彌逹

通達 総務局 平成17年
12月7日

238 涯手続に関してコンピュータを
l用して事務処理を行う場合の事
:簿等の様式について

平成7年1
2月26日

§三第89号地
『裁判所長あて
§務局長彌逹

通達 総務局 平成16年
12月1日

239 ､規模個人再生事件及び給与所得
;等再生事件に関してコンピュー
ビを利用して事務処理を行う場合
)事件簿等の様式について

平成14年
3月28日

§三第64号地
『裁判所長あて
§務局長通達

通達 総務局 平成14年
3月28日

240 譽促手続
§ﾘ用して
牛簿等の

媚
郵
駐

してコンピュータを
処理を行う場合の事
について

年
日
２
６
１
２
成
月
平
勉
臘三第149号
也方裁判所長あ
て総務局長通達

通達 職務局 平成23年
3月17日

241 f促事件処理システムで作成され
二支払命令等の正本における裁判
層記官の訂正印の省略について

到 :成6年6
月 24日

§三第13号高
裁判所長官，
坊裁判所長(大
iを除く。 ）あて
鰐局長，民事
)長通知

通知 総務局 平成6年6
月24日

242 ﾖ日進行眉
二用）を矛
;合の事＃

『理プログラム（家事事
l用して事務処理を行う
:簿等の様式について

品ド厩Iノヰ

10月18日
総三第000（
家庭裁判月
て総務局長

96号
長あ
通達

通達 総務局 平成24年
3月2日

243 既干ﾘ冥塗1工守閏1示X=WqX奴し、しも

ついて
平成20年
7月15日

刑一
地
て

第001
方裁判月
刑事局長

07号
長あ
通達

通達 刑事局 平成25年
8月2日
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Z4b
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:件調
進行
|）の’

干調宜柱型薄皮○八季訴訟

鑿雪害篭蜜I駕蕊
幾能の利用について

平成17年
12月19日

1三第000655号
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 寒厩
宮

司 平成17年
12月19日

246 シ午1木薗麦尹1十守司可耳涯廻溶媒U~同恥

験観察経過簿の作成における少年
事件処理システムの機能の利用に
ついて

平成18年
9月20日

ﾐ三第000691号
そ庭裁判所長あ
『家庭局長通達

通達 家庭局 平成18年
9月20日

247 少年事件に関する書類の参考書式
について

平成19年
10月30日

二第001295号
等裁判所長
『 地方，家庭
判所長宛家庭
長
付

ダ 刑事局長

その
他
家庭局 平成19年
10月30日

248 情報処理の高度化等に対処するた
めの刑法等の一部を改正する法律
による刑事訴訟法等の改正に伴う
少年事件に関する令状の参考書式
について

平成24年
6月19日

二第000799号
等裁判所長
，地方，家庭
判所長宛家庭
長
付

〃 刑事局長

その
他
家庭局 平成24年
6月19日

249 視覚に障害を持つ当事者や証人等
への配慮としての点字文書の作成
について

平成26年
9月29日

高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて書
簡

その
他
総務局 平成26年
9月29日

250 少年事件処理システムを利用した
事務処理の運用について

平成26年
10月24日

｝三第177号
嘘裁判所長あ
.総務局長通達

通達 総務局 平成26年
10月24日

251 秘匿情報の適切な管理について 平成27年
2月19日

K三第37号高
胃，地方，家庭
荊所事務局長
!総務局第一課
§，民事局第一
:長刑事局第
課長，家庭局
F一課長事務連
Ｐ
ｒ
ａ

事務
連絡
総務局 平成27年
2月19日

252 ノハソノJp不匡ヨ幻

れている婚姻法等
ﾝサス州に行わ
,こついて

鄙
梶
ﾛ31年
24日
庭甲第55号
庭局長回答
酷
》 同垂

家庭局
一

，
二
二

鵬
別
而

|年
ヨ

53■■■ーー !法第千五条の過； の
全､

盲轄に|B腰

ついて

ラ
ー

i信

Ｄ
■
Ｌ
、 128

＝

27日

I

象

－

甲第1
毒局晨

刀
二
一
口
一

－

I３
答

I回答 ロー扉や星IB家庭局
’
1M質升

鄙

信 27

陥垂I:
■■

■ﾛ■

■■■

ｰ

軍

254

蕊砦鶚暑蕊筧壹憩琴關
理方法について

昭和30年
5月16日
瘻甲第138
．高等裁判所長
l、地方裁判所
あて民事局長
1知

通知 民事局 昭和30年
5月16日

255 清算人の選任について
’
旺
刀
|和3
弓26
『年
ヨ
6－第95号民
罫局長回答

回答 民事局
’
昭和37年
2月26日

256 会社その他の法人を代表すべき者
に関する資格証明書について

昭和28年
9月15日

畢中弟199

高等裁判所長
、地方、家庭
判所長（静岡
除く）あて民
局長通知

通知 民事局 昭和28年
9月15日

257 原ﾑ兄1罰笘仁瓦丘騨塞

かる裁判上の行鷺
”又孟宗露しし〃。

について
昭和45年
3月12日
二第210号
等裁判所長
、

◎

地方裁判所
(新潟を除
）あて民事
長通知

通知 民事局 昭和45年
3月12日

哩壬、』〃倖
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回答鯛 司胎和48王
1日10円r

壷
長埋局

259 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日

三第26号高
裁判所長官、
方、家庭（東
を除く。 ）裁
所長あて総務
長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

260 訴訟棚の1曲韻の昇疋基準につい~〈 昭和31年
12月12日

争中弟41Z

壹霧鯛驫
あて民事局長
知

I

D

通知 民袰局 昭和31年
12月12日

261 訴西初Uﾉ1四頭”異に”ﾉこαJUJ具碕

として添付すべき証明書の交付に
ついて

昭和33年
9月16日
二第374号

D

B

等裁判所長
、

◎

地方裁判所
(宇都宮を除
）あて民事
長通知

通知 民事局 昭和33年
9月16日

262 訴訟棚の1曲韻の昇疋曇卒につい~（ 昭和39年
6月18日
二第389号
等裁判所長
、地方裁判所
（東京を除

。 ）あて民事
長通知

通知 民事局 昭和39年
6月18日

263 土地を目的とする訴訟の訴訟物の
価額の算定基準について

平成6年3
月28日

且
■
ｐ
ｊ
ｌ
ｄ
Ｂ
ｐ
■
■
●
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
ｊ
ｌ
４
ａ
ｑ

二
裁
裁
を
民

579号高
l所長官地
j所長（東
ﾐく。 ）あ
洞長通知

通知 民事局 平成6年3
月28日

264 民事
る申霊
訟法第一九八条第二項によ
事件の手数料および立件の

可否について

昭和47年
1月12日

晃二第25号高
等裁判所長官、
也方裁判所長
(東京を除
〈。 ）あて民事
司長、総務局長
重知

通知 氏箏局 昭和47年
1月12日

265 罷
数
婚にとも極つ期f至刀等Uﾉ中ユチ

料について
昭和46年
11月5日

1073

裁判所長
方裁判所
川を除
て民事局

窮
譜
側
胆
脇
剛

享
霜
三
．
芽
三
支
〆
、
三
又

通知 民事局 昭和46年
11月5日

266 執行文の付与の申立ての手数料に
ついて

昭和56年
9月2日
第1082
等裁判所長
地方裁判所
前橋を除
）あて民事
通知

二
高
、
く
。
長

。
宛
ヨ
コ
ヨ
ョ
量
〃
、
．
可

通知 民事局 昭和56年
9月2日

267

鯖識撫漣群青寺山…
平成16年
1月23日

食三第2号高等
6判所長官，地
＝

胸 家庭裁判所
をあて総務局
壱，民事局長，
2庭局長通達

通達 総務局 平成20年
3月27日

268 民事訴訟の迅速処理に伴う経費の
支出について

昭和25年
12月1日

民事第1
裁判所長
方裁判所
経理局
事局長通

、
等
地
て
民

理
高
、
あ
、

票
塞
ユ
コ
毎
コ
三
又
三
又
圭
垂

通達 民事局 昭和25年
12月1日

号総
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270 ﾑ的独占の禁止及び公正取引の確
呆に関する法律第83条の3に基
づく通知について

平成13年
3月27日
ﾃ三第59号地
与裁判所長あて
＝垂E三匡昌霊左、

通知 灯l収同 平成13年
3月27日

271 手訟における期日変更の申立等に
骨して訴訟関係人から提出する医
ﾛの診断書について

昭和26年
1月18日

事、刑事甲第
号高等裁判所
官、地方裁判
長あて民事局
、 刑事局長通

通知 民事局 昭和26年
1月18日

272 5易裁判所の訴訟手続に関する特
1の運用について

端杣40ヰ

5月26日
第482号

篭勢鰯所
て民事局長

一
等
、
あ
知

通知 民事局 昭和46年
5月26日

273 享門委員の任免等について z成15年
2月2日
二第506号

害鵜罎庭
判所長あて事
総長依命通達

通達 民事局 平成24年
10月29日

274 尋門委員の任免手砺等について 平成15年
12月2日

二第507号
等裁判所長
〃 地方，家庭
判所長あて民
局長，行政局
，家庭局長，
事局長依命通

通達 民事局 平成15年
12月2日

275 司法委員の選任等に関する件 昭和23年
11月2日 雲思熱轆

あて事務総長
達

通達 民事局 昭和23年
11月2日

276
■
■
即
旧
■
■
岡
呵
凸
冒
■
１
１
『
■
Ｂ
』
■
ロ
■
■
■
■
■
師
日
Ｌ
●

一1､1塁罹冨WL今つノ月弄垂-1臭1種し呈

する差押えの有無等につき税務
長等から照会があった場合の取
いについて

昭和54年
4g10日

二第387号
方裁判所長あ
民事局長通達

通達 民事局 昭和54年
4月10日

277 ｢民事
聿」 『 輔臺黒譲雷難蕾する
去律」等の運用について

平成9年1
2月22日

二
等
，
判

阜
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
Ｉ
８
ｂ
■
Ｆ
ｒ
ｂ
”

二第616号
等裁判所長
，地方，家庭
判所長あて事
総長通逹

通達 民事局 平成12年
8月28日

278 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の事務取扱上の疑義につい
て

昭和28年
2月16日

鶴89号高等
荊所長官、地
｢裁判所長（新
}を除く。 ）あ
．訟廷課長通知

通知 総務局 昭和28年
2月16日

279 斥訟上の担保として登録国債を提
其する場合の取扱について

昭和27年
5月13日

第72号
判所長
方裁判所
京を除
あて民事
務代理通

甲
裁
地
東
ｊ
事

事
等
、
く
。
長

回
ｃ
芽
団
子
団
弓
ご
ｐ
ｂ
。
Ｕ
ｎ
ｕ

通知 民事局 昭和27年
5月13日

280 忌事訴訟法等の施行に伴う供託事
器の取扱いについて

平成9年1
2月26日
晶二第625号
奇等裁判所長
言、地方裁判所
らて民事局長通
§ロ

通知 民事局 平成9年1
2月26日

281 記名株券等の供託について 昭和28年
12月21日
晃事甲第288
等
地

一
巨
同
、

コ
ラ
一
目

裁
方
判所長
、 家庭

競判所長あて民
蟇局長通知

通知 民事局 昭和28年
12月21日
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稲囎陶r F
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←ツーグー

’10月25日

283 口李醒1丁の呂耒時同ﾂHLaづレフ毎1宍

託有価証券等の特別取扱について
年 忌二第203号
奇等裁判所長
言、地方、家庭
髄判所長あて民
胃局長通知

通知 民事局 召和35年
月6日

284 映像等の送受信による通話の方法
による証人等の尋問等の手続につ
いて

平成20年
3月19日

；二第002965号
裁
長
地
所
，
裁

官
家
長
，
裁
長

－
０
用
四
一
寺
０
０

うて民事局長，
2庵局長，総務
;長通達

通達 民事局 平成20年
3月19日

285 争点整理手続等におけるテレビ会
議システムの利用等について

平成20年
3月19日

二第002966号
裁長官，地裁
長，家裁所長
て民事局長，
庭局長，総務
長通達

通達 民事局 平成20年
3月19日

286 そ野寺テ禰EOLda"つフーレ巳云湿ンへ

テムの利用について
平成21年
5月15日

0

1二第004299号
等裁判所長
，地方裁判所
,，家庭裁判所
あて民事局
1，家庭局長通

通知 民事局 平成21年
5月15日

287 医学関係の鑑定人の推薦について 昭和49年
6月5日

i二第459号
i等裁判所長
I、地方裁判所
あて民事局
:、刑事局長通
Ｉ
■
由
Ｏ
Ｂ
■

通達 民事局 昭和49年
6月5日

288 筆跡等の鑑定について 昭和33年
12月6日

'二第516号

i等謬罎庭
i判所長あて民
:局長、家庭局
通知

通知 民事局 昭和33年
12月6日

289 鑑定人の適任者の推薦について 昭和48年
2月22日

,二第152号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和48年
2月22日

290 裁判所が事件に関し不動産の価格
につき鑑定を命ずる場合の運用に
ついて

昭和40年
3月22日

三第193号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和40年
3月22日

291 民事臨検旅費の歳入納付について 昭和34年
1月24日

二第29号民
司長、経理局
｡答

回答 民事局 昭和34年
1月24日

292 調停委員が証人として民事裁判所
の喚問を受けた場合の証言につい
て

昭和37年
5月11日

三第212号
妻局長回答

回答 民事局 沼和37年
ﾗ月11日

293 不動産鑑定評価の依頼先について 昭和42
崔
÷

6月29日
二第585号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和42年
6月29日

294 公示催告手続について（公示催告
手続の終了）

昭和32年
7月22日

’
一

』
尾

全
ｈ
Ｉ
Ｔ

号
事
０
民
９
，
２
長

一
コ
。
”
、
脾

､雲

回答 総務局 昭和32年
7月22日

ー＝ｰ
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通知民事局胎祁
1勺戸

旦保又は保冒』
辺約の契約雲

296 仲裁判断書正本の送達について 昭和46年
12月22日
忌二第1237
号高等裁判所長
言、地方裁判所
蔓（東京を除
く。 ）あて民事
計長通知

通知 民事局 昭和46年
12月22日

297 空盲寺司可至套昼云亟世ヨ西Uノ"巴1ｺしし

ついて
昭和47年
6月30日
二第646号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和47年
6月30日

298 j費税法施行に
鶴及び少年各掌

う民事，刑事，
件における報酬

胃の取扱いについて

平成1年3
月28日

三第796号
等裁判所長
『 地方，家庭
判所長あて経
局長，民事局
〃 刑事局長
庭局長通知

グ

通知 民事局 平成1年3
月28日

299 忌事，刑事，家事及び少年各事件
こおける報酬等の取扱いについて

平成9年3
月12日

三第133号
等裁判所長
地方，家庭
剛所長あて経
局長，民事局
刑事局長，
荏局尾彌知

通知 民事局 平成9年3
月12日

300 忌事保全の手

り用，調書の
砿

様
におけ今録首悴の

式等について
半眺lbヰ

3月5日
二第97号高
髄判所長官，
方，家庭裁判
罠あて民事局
家庭局長，
際局長通達

通達 民事局 平成16年
3月5日

301 一
的
れ
供

命令と同
異なる目
が発せら
解放金の

押
き
令
押

差
づ
命
差

発せられた仮
保全債権に基
ついて仮差押
合における仮
ついて

に
被
に
場
に

慨
Ｄ
伽
陪
』
託

平成15年
3月6日

二第105号
等裁判所長

グ
〃

地方裁判所
家庭裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成15年
3月6日

302 晃事保全規則第20条
下動産の価額を証する
て

第1号ハの
書面につい

平成2年9
月27日

76号
所長
裁判所
を除
て民事

３
判
方
潟
あ
知

第
裁
地
新
ｊ
通

二
等
，
く
。
長

通知 民事局 平成2年9
月27日

303 ■
砂
吾
Ⅱ
、
Ｐ

尹泳＝渥宋コユ未UJ魂にWLd,つ

状回復の申立ての手数料につい
平成2年1
1月15日
晃二第459号
言等裁判所長
官，地方裁判所
曼（千葉を除
〈。 ）あて民事
奇長通知

通知 民事局 平成2年1
1月15日

304 §事保全法弟Zろ乗により箏1千の

;送を受けた裁判所が保全命令の
硝決定をした場合における保全
う令に基づく登記の抹消の嘱託に
》いて

平成4年5
月29日
忌二第115号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
昆あて民事局長
翌知

寸葭￥ 民事局 平成4年5
月29日

305 民事訴訟法の施打に件つ公証畢務

の取扱いについて
平成9年1
2月26日
忌二第624号
奇等裁判所長
言、地方裁判所
曼あて民事局長
圏知

通知 民事局 平成9年1
2月26日



｜ ’ 】用蚤I

へ

緯、

末
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いて

307 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等について

昭和56年
1月14日
民三第56号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 昭和56年
1月14日

308 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等の追加について

昭和58年
6月3日
忌三第794号
罰等裁判所長
雪、地方裁判所
曼あて民事局長
圏知

通知 民事局 昭和58年
6月3日

309 事
支
晃
く 霊
訟法，民事執行法等に基づ
保証制度の契約書のひな型

こついて

昭和62年
11月20日
:三第3310
槁等裁判所長
『，地方，家庭
荊所長あて民
凋長，家庭局
樋知

通知 民事局 昭和62年
11月20日

310 玉事執行等における廻保又は保証

こ係る支払保証委託契約の契約書
Dひな型等の一部改正について

平成2年1
2月18日

:二第508号
i等裁判所長
『，地方裁判所
海て民事局長

通知 民事局 平成2年1
2月18日

311 晃事執行法等の施行に伴う供託事
篭の取扱いについて

昭和55年
9月18日

．
蛇
ユ
コ
毎
弓
｜
璽
竃
型

三第1032
高等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
達

通達 民事局 昭和55年
9月18日

312 晶事執行等における担保又は保証
こ係る支払保証委託契約の契約書
Dひな型等について

平成9年1
2月12日
二第591号
等裁判所長
，地方裁判所
，家庭裁判所
あて民事局
，家庭局長通

通知 民事局 平成9年1
2月12日

313 晃事執行法等における保証に係る
更払保証委託契約の契約書のひな
里等について

平成10年
12月16日
三第637号
等裁判所長
グ 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成10年
12月16日

314 男事保全法等の施行に伴う供託事
醤の取扱いについて

平成2年1
1月30日
忌三第483号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
曼あて民事局長
国知

通知 民事局 平成2年1
1月30日

315 旦1禾引珊惟Z又｡氏等号瀞↓1丁市U&豆”唾晉

､ための民法等の一部を改正する
去律等の施行に伴う供託事務の取
没いについて

平成16年
3月26日

訂等裁判所事務
司長，地方裁判
斤事務局長，家
蔓裁判所事務局
昌あて民事局第
=課長，家庭局
自一課長事務連
§

事務
連絡
民事局 平成16年
3月26日

316 供託規則の一部を改正する省令に
ついて

平成17年
2月10日

i等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
･課長，刑事局
i二課長，家庭
|第一課長事務
鵜

事務
連絡
民事局 平成17年
2月10日

317 供託規則の一部改正等に伴う供託
事務の取扱い等について

平成17年
3月8日

i等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
･課長事務連絡

事務
連絡
民事局 平成17年
3月8日



魚

/公

’
33Z 三第903号

F
知 臼rn5Z年

’'一~’
等裁判所長 10月14日
地方裁判所、

319 呆険法の施行に伴う供託事務の取
没いについて

平成22年
明27日

三第000693号
等，地方裁判
事務局長あて
事局第一課長
務連絡

事務
連絡
民事局 平成22年
8月27日

320 異"陸罰虫而U兄兄ﾜ己辱つU.OL1土居k既ク回

関し利害関係人に対してする通
書の記載について

沼和36年
7月26日
二第393号

=鵜溺所
あて民事局長
逹

通達 民事局 昭和36年
7月26日

321 グト塁"陸5里而U兄兄ﾜ回辱つU･0L1土忌兄兄ﾜ℃

に関し利害関係人に対してする通
知書の記載について

DJ口THgU子

9月15日
宗吋〃'百

鵜鰯所
て民事局長

一
等
陽
室

通達 民事局 昭和36年
9月15日

322 ､塁"陸硯ﾜ回知ゴロ”空言淘刀可回脚Tしし

〕いて I
師
勵
33年
9日
蟇甲第185
晃事局長回答

凹晉 氏畢局 ３
９
捌
印
)年
ヨ

323 ﾖ踏父理事栗融雪法弟十七条の規

冒による主務大臣に対する通知の
叉扱について

昭和27年
9月2日

蟇甲第146
高等裁判所長
地方裁判所
らて民事局長
垂

通達 民事局 昭和27年
9月2日

324 民事執
処理方
行
法
法による農地等の売却の
について

平成5年9
月27日

三第297号
等裁判所長
〃 地方裁判所
あて民事局長
知

埋汰u 氏畢局 平成5年9
月27日

325 男事執行法による農地等の売却の
哩理方法について

平成10年
10月29日

三第545号
等裁判所長
〃 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成10年
10月29日

326 晃事執行法による農地等の売却の
u理方法について

平成12年
12月26日

三第649号
等裁判所長
' 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 年
日
２
６
１
２
成
月
平
ね

327 晃事執行法による売却の
らる農地等の現況に疑義
合の取扱いについて

黒
的物で
ある場
昭和58年
7月1日

第941号

懇蕊所
て民事局長

三
等
、
あ
知

．
届
芽
団
子
。
三
思
匪
制
｝

通達 民事局 昭和58年
7月1日

328 日舶又は自動車に対する民事執行
こ関して行われる運輸省の事務処
里について

昭和55年
10月20日

三
地

二
一
幻
ユ
コ 善
1178

裁判所長
らて民事局長通
iロ

通知 民事局 昭和55年
10月20日

329 王琢日皇U早き曰ロリこ9つ氏争将↓1丁

冒件における差押え等の登録の嘱
ﾓの嘱託先の変更について

昭和60年
3月18日

三第464号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和60年
3月18日

330 登録自動車を目的とする民事執行
事件における差押え等の登録の嘱
託の嘱託先について

平成12年
12月15日
三第642号
等裁判所長
〃 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成12年
12月15日

331 1動車の評価のための鑑定人選任
:関する財団法人日本自動車査定
;会の要望について

昭和42年
7月3日
:三第589号
2庭裁判所長あ
『民事局長、
E局長通知

家

通知 民事局 昭和42年
7月3日

匡至目． 浮
叶
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333 忌業保険法の一部を改正する法律
〕公布について

昭和38年
7月18日
忌二第391号
苛等裁判所長
菩、地方、家庭
麗判所長あて民
目局長通知

通知 民事局 昭和38年
7月18日

334 ﾖ本に駐留するアメリカ合衆国軍
紫を第三債務者とする債権差押並
に転付命令申請事件の取扱いに
ﾌいて

昭和42年
4月4日
晃三第310号
晃事局長回答

回答 民事局 昭和42年
4月4日

335 :話加入権を
;件及び保全
:ついて

黒
的とする民事執行
行事件の事務処理

平成2年1
2月13日
晶三第504号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
国達

通達 民事局 平成11年
6月14日

336 ;事訴訟規則第68条第1項及ひ
:170条第2項の録音テープ等
､の記録の手続等について

平成9年1
2月8日

高等、地方、家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長、総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
民事局 平成9年1
2月8日

337 骨納処分と強制執行等との手続の
剖整に関する事務の取扱いについ
戸

■

平成2年1
2月13日
男三第499号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
園達

通達 民事局 平成14年
2月15日

338 昏納処分と強制執行等との手続の
§整に関する法律および同規則の
f義について

昭和33年
6月11日
男事甲第209
号高等裁判所長
言、地方裁判所
蔓（岐阜を除
く。 ）あて民事
計長通知

通知 民事局 昭和33年
6月11日

339 二地の収用等と強制執行等との調
豊に関する規則の運用について

昭和42年
12月28日

三
地

。
お
コ
ヲ 善
1123

裁判所長
らて民事局長通
ま

通達 民事局 昭和55年
9月24日

340 債権届出の催告書等の書式につい
て

端和blヰ

6月24日
ﾛ方裁判所民事
苛席書記官あて
弓事局第一課
畠，総務局第三
鳥長通知

通知 民事局 昭和61年
6月24日

341 責権届出の催告書の書式について 半眺OヰI
0月27日

B々錘干りげT氏季

j席書記官あて
:事局第一課
そ，総務局第三
良長通知

通知 民事局 平成6年1
0月27日

342 汎行裁判所等に対して送付する交
寸要求書等の延滞税欄の記載要領
こついて

平成6年1
0月27日

晃三第347畏
也方裁判所長＆
て民事局長通喪

通知 民事局 平成6年1
0月27日

343 1続登記未了の不動産について相
;人を所有者とする抵当権の実行
:しての競売の申立てがあった場
『の取扱いについて

坪
口
胃

０
４
０

岬
卿

也万裁判所事務
司長あて民事局
第三課長通知

通知 民事局 昭和62年
4月14日

344 ;事執行における剰余金の供託の
『法等について

平成2年2
月9日

巴力裁判〃T争携

3長あて民事局
肖三課長通知

通知 民事局 平成2年2
月9日

345 2約者回線が利用休止となってい
》電話加入権を差し押さえる場合
)目的財産の表示方法について

F成2年3
弓14日
匡第90号地
栽判所長（松
|を除く。 ）あ
民事局長通知

通知 民事局 平成2年3
月14日
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347 租税特別措
不動産登記薑

法の一部改正に伴う
務の取扱いについて

平成6年3
月30日

等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
課長，家庭局
一課長通知

ー

司

可
←

蚤
雪
豆
一
酋
局

通知 民事局 平成6年3
月30日

348 柤祝特別循直法寺の一鄙奴止に件
う不動産脊記嘱託の取扱いについ
て

平成9年3
月26日

i等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
･課長，家庭局
『一課長通知

通知 民事局 平成9年3
月26日

349 租税特別措置法の一部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

平成11年
3月29日

i等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
･課長，家庭局
i一課長通知

通知 民事局 平成11年
3月29日

350 柤祝特別磧直法寺の一昔M奴止に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成12年
3月30日

詔等，地方，家
星裁判所事務局
昆あて民事局第
一課長，家庭局
9－課長通知

通知 民事局 平成12年
3月30日

351 柤祝特別箔
う不動産登
て

直
記
法寺の一昔lj奴止に1牛

嘱託の取扱いについ
平成13年
3月29日

等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
課長，家庭局
ー課長通知

通知 民事局 平成13年
3月29日

352 登録免許税法等の一部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

平成15年
3月28日
晶三第154号
奇等，地方，家
産裁判所事務局
蔓あて民事局第
一課長，家庭局
宮一課長通知

通知 民事局 平成15年
3月28日

353 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成17年
3月30日

高裁民三第000
1号高等，地
〃 家庭裁判所
務局長あて民
局第一課長，
庭局第一課長
知

通知 民事局 平成17年
3月30日

354 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成18年
3月30日

三第000220号
等，地方，家
裁判所事務局
あて民事局第
課長，家庭局
'一課長通知

通知 民事局 平成18年
3月30日

355 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成19年
3月30日

忌三第
苛裁事
也裁事
艮裁事
で民事
員‘家
累長通

|00197号
譜局長，
蚤局長，
塔局長あ
弓第一課
匡局第一
個

通知 民事局 平成19年
3月30日

356 租税特別措
う不動産登
て

置
記
法等の一部改正に伴
嘱託の取扱いについ

平成21年
3月31日

三第000216号
等裁判所事務
長，地方裁判
事務局長，家
裁判所事務局
あて民事局第
課長，家庭局
一課長通知

通知 民事局 平成21年
3月31日
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358 租税特別措
う不動産登
て

置
記
法等の一部改正に伴
嘱託の取扱いについ

平成23年
6月30日

忌三第000540号
苛等，地方，家
藍裁判所事務局
曼宛民事局第一
果長，家庭局第
一課長通知

通知 民事局 平成23年
6月30日

359 確利能刀なき社団の構成員全員の

総有に属する第三者名義の不動産
に対する強制執行における登記嘱
託について ‘

平成22年
10月22日

三第000811号
等裁判所長
’ 地方裁判所
宛民事局長通

通知 民事局 平成22年
10月22日

360 頭元手碗の門清1じ寺を凶急ための

関係法
る民事

よ
自
に
う
律
伴
法
に
る
正
す
改
噸
刊
備
の
整
法
の
行
律
執

治省税務局固定資産税課長通知の
送付について

干叫IU¥

10月23日
方裁判所事務
長あて民事局
三課長事務連

事務
連絡
民事局 平成10年
10月23日

361 既グ己畑1十しLXリツつ1エモ立間翼空津睡

資の適用について
平成11年
5月31日
三第235号
方裁判所長あ
民事局長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

362 競売物件に対する住宅金融公庫融
資の適用について

斗邑既l lヰ

5月31日
方裁判所事務
長あて民事局
三課長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

旦 口ー

363
一

■宛一円
一一■■■■■■■■■■■■■■ﾛ■■ー

ラ』
P一一 一

回

不動産執行事件における住宅金融
公庫の融資の公示について

■■■ ■毛一一

F

苛み既10ヰ

12月17日

■一

＝を壼垂 Ｐ
ｂ
Ｄ
■

一一一～■-勺ロ■ ｰ~＝ウロ

長あて民事局
三課長事務連

牽零

連絡
局|耳平■ ｣ロ

■一一－4

Eー甲一 巳

12月17日

364 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成21年
12月15日

匡第000951号
i等裁判所長
f,地方裁判所
あて民事局長
i知

通知 民事局 平成21年
12月15日

365 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成24年
3月30日

弓三第000212号
3等裁判所長

，
あ
知

デ
コ
ョ
ご
夷
日
一

地方裁判所
て民事局長

通知 民事局 平成24年
3月30日

366 祖祝狩万U磧直法寺の一昔p奴止“1千
う不動産脊記嘱託の取扱いについ
て

平成25年
4月2日

局裁氏二弟1

7号高等，地
，家庭裁判所
務局長宛民事
第一課長，家
局第二課長通

通知 民事局 平成25年
4月2日

367 人事訴訟事件の事実の調査におい
て作成する調書その他の文書の様
式，編成等について

平成16年
1月23日

一第11号高
裁判所長官，
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成16年
1月23日

368 破産、会*+更牛手続開始等の申立
ての有無に関する照会について

昭斑
一口一一53年
6月22日

侭三第17号地
白裁判所長あて
僚務局長通知

通知 総務局 昭和53年
6月22日

369 賃金の支払の確保等に関する法律
施行規則第十七条第二項の裁判所
の証明書について

焔不uうヰ

3月13日
忌三第257号
奇等裁判所長
言、地方裁判所
受（東京を除
く。 ）あて民事
弓長通知

通知 民事局 昭和53年
3月13日

370 戸籍事務司掌者に対す含破産手腕

開始決定確定等の通知について
平成16年
11月30日

晃三第000113号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
菌達

通達 犀葺 巨信ロ 平成16年
11月30日
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民事局

372 破産決定等の確定通知書における
破産者の生年月日の表示について

平成7年4
月5日

弓三第148号

所
長
判
所
裁
判
方
裁
地
等
，

一
司
司
ｕ
罰
ロ
ゴ

畠あて民事局長
目知

通知 民事局 平成7年4
月5日

373 外国人1頁旙耆に河し賊屋亘古佳し
た場合の破産通知ならびに外国に
おいてなす民事書類の送達につい
て

弓三第478号
3等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
畠 （津を除
;。 ）あて民事
；長通知

通知 民事局

374 麗産裁判所または破産管財人から
鹿産者にあてた郵便物等の取扱に
ﾌいて

昭和30年
10月27日

事甲第338

壹瀞鯛驫
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和30年
10月27日

375 固産者の兄頁手蒲iについ~〈祖祝･目

曾等から照会があった場合の対応
こついて

●●

平成16年
12月16日

三第000171号
方裁判所長あ

◎

(東京除

知
）民事局長

通知 民事局 平成16年
12月16日

376 破産法等の施行に伴う関連省令の
公布並びに不動産及び商業・法人
脊記事務の取扱いについて

平成16年
12月27日

忌三第000181号
訂等裁判所長
芽
．
三
叉

〃 地方裁判所
あて民事局長
閨知

通知 民事局 平成16年
12月27日

377 渡産規則第23条第4項等の規定
こよる印鑑の証明をするときの事
塔処理について

z成16年
1月30日

晃三第000116号
也方裁判所長あ
て民事局長，総
塞扁尾涌逹

通達 民事局 平成16年
11月30日

378 記事胃王法皮ひ氏畢再王規則の腿

ﾃに伴う不動産登記事務の取扱い
こついて

半域IZヰ

3月31日
三第197号
等裁判所長
，地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成12年
3月31日

379 民事再生法等の施行に伴う商業
法人登記事務の取扱いについて

● 平成12年
3月31日

三第198号
等裁判所長
『 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成12年
3月31日

380 小到産音昌己中頭言卜し源1可，旬ﾉこ⑳

の民事再生手続又は特別清算手続
の監督委員の選任を証する書面に
おいて監督委員の印影を証明する
ときの様式について

平成15年
1月22日

晨高裁民三第2
〕号地方裁判所
豆あて民事局
豆，総務局長通
皇

通達 民事局 平成18年
3月22日

381 民事再生法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

平成12年
3月31日

三第199号

苧謬溺所
あて民事局長
知

宮
霜
雪
可
芽
三
一
又
宰
璽

通知 民事局 平成12年
3月31日

382 外国倒産処理手続の承認援助に関
する法律等の施行に伴う商業・法
人登記事務の取扱いについて

平成13年
3月30日

三第147号
等裁判所長
〃 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成13年
3月30日

383 卜国倒産処理手続の承認援助に関

綴篭鶴琴雪騎糯壽繊
う不動産登記事務の取扱いについ
戸

一

平成13年
3月30日

三第158号
等裁判所長
〃 地方裁判所
あて民事局長
知

埋知 民事局 平成13年
3月30日

…＝'即垂暹公H
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385 会社更生法における更生債権者表
等の記載方式等について記載方
法および正本交付の方法

昭和29年
9月10日
一第607号
二高等裁判所
官、地方裁判
長あて訟廷部
事務取扱通知

通知 総務局 昭和29年
9月10日

386 人身味謹事件の報舌について 昭和23年
10月25日
第1441号
方裁判所事務
長あて訟廷課
通知

通知 総務局 昭和23年
10月25日

387 八封1禾謹広鋸一T宋卜しふつ尋牙1十叩

通知報告について
昭和42年
1月28日
総一第25号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和42年
1月28日

388 ﾉ、封1禾謹法

通知及び報
栗一一「宋にふっ事1十”

告について
昭和55年
8月23日
侭一第260号
奇等裁判所長
き、地方裁判所
曼あて総務局長
圏知

通知 総務局 昭和55年
8月23日

389
●
■
■
．
●
■
■
■
ｄ

ｒ
ｒ

職

呂訟調言埋窪の職！

三訟事
その記墓

調
送
日
の
期
ｊ
の
例

等」
及び
につ

及び
事件経
いて

平成24年
12月14日

語三第000823号 事務
連絡
民事局 平成24年
12月14日

390 非訟事件等の手続におけるテレビ
会議システムの利用等について

平成24年
12月7日

D

P

I

三第000819号
等裁判所長
》地方，家庭
判所長あて民
局長，家庭局
p

,' 総務局長通

通達 民事局 平成26年
3月14日

391 非訟事件の期日調書及び事件経過
表の様式及び記載方法について

平成24年
12月14日

;三弟000818号

i等裁判所長
I，地方裁判所
iあて民事局
i'総務局長通
■
Ｐ
』
も
■
■

通達 尾事局 平成24年
12月14日

392 T匪火日IJUpl日多哩1日率庫､吋淫＝季1丁”

取扱いについて
昭和27年
5月23日

晶事甲第81号
晶事局長事務代
里回答

回答 民事局 昭和27年
5月23日

393 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の通
知について

昭和31年
7月4日
晶事甲第214
号高等裁判所長
言、地方裁判所
蔓あて民事局長
菌知

通知 民事局 昭和31年
7月4日

394 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処
理方法について

昭和33年
9月8日

三第355号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和33年
9月8日

395 過料事件の取扱について 昭和35年
2月13日

三第72号高
裁判所長官、
方裁判所長あ
民事局長、訟
部長通知

通知 民事局 昭和35年
2月13日

396 非訟手続の疑義について 昭和39年
6月11日

;二第371号
票局長回答

回答 民事局 聯
禰
39年
1日

397 鑑定委員会の構成およびその運営
について

昭和42年
2月27日

:二第199号
i等裁判所長
『、地方裁判所
海て民事局長
p丘一

通知 民事局 昭和42年
2月27日
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399 監定委員に対する日当等の支給に
ﾌいて

平成4年7
月8日
二第193号
等裁判所長
，地方裁判所
あて民事局
,，総務局長，
理局長通達

通達 民事局 平成25年
9月24日

400 昔地非訟事件の申立手数料の額の
章定の基礎となる借地権の目的の
上地の価額の算定基準について

昭和42年
4月14日

,二第334号
等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
1知

通知 民事局 昭和42年
明14日

401 境・公売に関する証明書の交付に
ついて

昭和42年
5月8日

号
あ
０
長
９
所
３
判
第
裁
二
方

２
垂
Ｕ
ｈ
Ｕ
望

『民事局長通知

通知 民事局 昭和42年
5月8日

402 防火地域等の指定に関する証明書
､交付について

昭和42年
6月16日
:二第542号
5等裁判所長
:、地方裁判所
海て民事局長
凰知

通知 民事局 昭和42年
6月16日

403 男事調停官及び家事調停官の任免
等について

平成15年
12月3日

し任A第9号高
F裁判所長官 〃

u方，家庭裁判
f長あて事務総
畠通達

通達 人事局 平成24年
11月1日

404 忌事調停官及び家事調停官の執務
ﾖの指定等について

平成15年
12月3日 碆

A第10号
β 家庭裁判
長あて人事局
通達

通達 人事局 平成15年
12月3日

405 忌拳調1苧安貝埋･家事調1手安具リノ

壬免等について
半肌lbヰ

7月22日
,二第288号
等裁判所長
β

P

,'

地方裁判所
家庭裁判所
あて事務総長
命通達

通達 民事局 平成24年
12月10日

406 民事調
任免手

』

旱委員及び家事調停委員の
続等について

平成16年
7月22日
二第289号
等裁判所長
，地方裁判所
，家庭裁判所
あて民事局
『 家庭局長，
事局長依命通

通達 民事局 平成24年
12月10日

407 民事調停委員及び家事調停委員に
対する地方裁判所長表彰又は家庭
裁判所長表彰について

平成1年4
月1日

二第844号
方，家庭裁判
長あて事務総
彌逹

通達 民事局 平成18年
3月29日

408 兎皇

誌
卦調’

f義
苧祝只ﾘ弱'、未”x畢嗣CLI詞ヲ

こついて
昭和41年
7月18日 ■

１

第
局
二
事
518号
蔓回答

回答 民事局 晒
順
n41年
18日

409 弓事調停に関する費用の取扱につ
,､て

昭和27年
2月4日

甲第99号高

鶏
所長官、
判所長あ

経理局長、民
局長通知

通知 淫理局 昭和27年
2月4日

410 事務取扱上の疑義について 昭
飯
11〃牛

2日
;事甲第13号
:事局長回答

回答 民事局 昭和2
ﾌ曰フF

I

年

411 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

平成7年3
月31日
:二第154号
痔裁判所長
『，地方，家庭
荊所長あて事
総長通達

通達 民事局 平成26年
3月14日
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通知民學同昭和46垂
。曰1円

413 口争司可1デ腕カエ再建~ロー=エ涯ロ面河1ディ同

談」の宣伝用ポスターの送付につ
いて

昭和40年
7月27日

弓二第544号
h方、家庭裁判
斤長あて事務総
畠依頼

依頼 民事局 昭和40年
7月27日

414 労働審判員の任免等について 平成17年
11月22日

ﾃ三第000037号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて事務総長
厳命通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

415 労働審判員の任免手続等について 平成17年
11月22日

ﾃ三第000038号
3等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
畠あて行政局
畠，人事局長依
肯通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

416 戸籍事務協議芸の決議畢唄につい
て

昭和30年
3月8日

弓事、家庭甲第
|号高等裁判所
畠官、地方、家
塁裁判所長あて
弓事局長、家庭
3長通知

通知 民事局 昭和30年
3月8日

417 未脊冒
に関1▼可

一

ﾖ建
r墨
伽に関する仮登記仮処分
罷義について

一

》

一

一

Ｕ

一

一

I
昭
4
和25年
月22日■”＝’■■■'■■■ー

晃事甲第84号
晃事局長回答

回答 民事局
’
晒
帳
ﾛ25年
22日

L
Iイ0

418
ヨ
訴
詞

一

訟エ

一

一一 画
の籾切佳三けた場言の1反処

分登記の登録税について

E昭和31年
6月18日

尾塞甲箪1 75
ーー ＝ －守一

号高等裁判所長
卸
．
三
豆

、 地方裁判所
あて民事局長
圏知

涌冬［ ’
ｰ産[巨4
一－一 マーー 昭1H画8 31戸一■
泪18日

8

419 氏畢執行法皮ひ氏畢籾行規則の施

行に伴う登記事務の取扱いについ
て

昭和55年
9月16日
弓三第1013
号高等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
畠あて民事局長
圓知

通知 民事局 昭和55年
9月16日

420 競売手続のH渭化寺を凶急ための
関係法律の整備に関する法律等の
施行に伴う不動産登記事務の取扱
いについて

平成10年
11月17日

弓三第579号
訂等裁判所長
ヂ
コク

ミあ
凰知

地方裁判所
て民事局長

通知 民事局 平成10年
11月17日

421 民事保全法等の施行に伴う登記事
務の取扱いについて

平成2年1
2月5日
忌三第486号
罰等裁判所長
言，地方，家庭
髄判所長あて民
肩局長通知

通知 民事局 平成2年1
2月5日

422 空ヮ圃辿ﾌ丁IL四つ惟不ﾘ種麺”亘同ロ”

嘱託があった場合における仮差押
脊記のまつ消について ‐

昭和28年
7月15日

忌事甲第152
号高等裁判所長
曽、地方裁判所
蔓あて民事局長
鬮知

通知 民事局 昭和28年
7月15日

423 不動産の競売の場合の登記嘱託に
ついて

胎和3U年

6月10日
事甲第166
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和30年
6月10日

424 民事執行における代金納付による
登記の嘱託の取扱いについて

平成1年1
2月28日

三

地善
3603

裁判所長
東京を除
◎ ）あて民事
長通知

通知 民事局 平成1年1
2月28日
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罰隷卜不動産害記遥の昭和43年民二篦2 8号雁逹|民事局昭和』準E

426 新しい不動産登記法の施行に伴う
登記嘱託書の様式について

平成17年
2月24日

一第000138号
等裁判所長

グ
グ

地方裁判所
家庭裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成17年
2月24日

427 本店移転の決議無効確認判決によ
る登記の嘱託の取扱について

昭和30年
1月10日

事甲第3号高

鶏
所長官、
判所長あ

民事局長通知

通知 民事局 昭和30年
1月13日

428 民事保全法の施行に伴う自動車登
録事務の取扱いについて

平成3年1
月11日

等
地

一
目
同
β

号
官
７
長
第
所
三
判
〃 家庭裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成3年1
月11日

429 自動車登録に関する疑義について 昭和28年
6月6日

事甲第126
民事局長回答

回答 民事局 召和28年
月6日

430 家事事件取扱の疑義について（遺
産たる農地を換価する場合の知事
の許可と登記手続）

昭和28年
8月8日

庭甲第141
･家庭局長回答

回答 家庭局 昭和28年
8月8日

431 住民登録法違反通知について 昭和29年
明12日

忌事甲第88号
苛等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
畠あて民事局長
固知

通知 民事局 昭和29年
4月12日

432 破産登記の抹消登記の取扱につい
て

昭和32年
3月25日

,事甲第109
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和32年
3月25日

433 更生手続開始および更生計画認可
の各登記の抹消登記嘱託の時期に
ついて

昭和37年
8月23日

92号
所長
裁判所
を除
て民事

３
判
方
京
あ
知

第
裁
地
東
ｊ
通

二
等
、
く
。
長

通知 民事局 昭和37年
8月23日

434 和議認可の登記がされている場合
の和議に関する登記の抹消登記の
嘱託について

昭和37年
10月16日

弓二第504号
3等裁判所長
計、
そあ
團知

地方裁判所
て民事局長

通知 民事局 昭和37年
10月16日

435 滞納処分と強制
調整に関する法謹墓

等との手続の
の施行に伴う

登記事務の取扱について

昭和33年
2月12日

事甲第50号
等裁判所長
'、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和33年
2月12日

436 予告脊記の抹消について 昭和34年
8月10日
二第419号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和34年
8月10日

437 狸制官埋中1上官言Eu』職ｲ窪J木7月Uﾉ則

否について
昭和33年

7月24日
暴甲弟Z74

高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和33年
7月24日

438 不動産登記法の一部改正等に伴う
登記事務の取扱いについて

昭和35年
4月7日

一第205号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和35年
4月7日
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440 Iロエ把Eゴl睡酒"也1丁細只ﾘ串一末”呪

定による地図の閲覧について
昭和42年
12月1日
二第1036
高等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和42年
12月1日

441 不動産の表示の登記のない不動産
につき所有権の処分の制限の登記
を嘱託する場合に添付すべき図面
について

昭和39年
5月20日
三第323号

亨篭撫暑所
あて民事局長
達

通達 民事局 昭和39年
5月20日

442 処分禁止の仮処分権利者のために
所有権移転登記をした場合の仮処
分登記のまつ消について

昭和40年
2月25日
三第142号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和40年
2月25日

443 記事訴訟法寺の規足に基つき裁判
所から嘱託される不動産登記の嘱
託書の様式及び記載例について

昭和41年
10月17日
三第775号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和41年
10月17日

ノ ノ
9 8

ノ
『 登録免許税法の施行に伴う処分の
制限の登記の嘱託の取扱いについ
て

昭和42年
7月27日
三第664号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和42年
7月27日

445 処分の制限の登記の嘱託の取扱い
について

昭和43年
10月22日
晶三第843号
奇等裁判所長
言、地方裁判所
昊あて民事局長
閨知

通知 民事局 昭和43年
10月22日

446 民事保全法第5 3条第2項の仮処
分の登記の嘱託の取扱いについて

平成2年1
2月25日
忌二第529号
罰等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
鬮知

通知 民事局 平成2年1
2月25日

447 登録免許税の収納機関に関する取
扱いについて

昭和45年
12月24日

27

所長
判所所

11

裁判
方裁

第
等
地
て

三
高
、
あ
知

ヨ
麺
ユ
コ
芽
三
重
塞
璽

、

あて
知

民事局長

通知 民事局 昭和45年
12月24日

448 168条（意匠法第52
標法第56条第1項にお
する場合を含む。 ）及び
法第40条の規定に基づ
ついて

第
商
用
案
に

法
び
準
新
知

特許
条及
いて
実用
<通

平成17年
3月22日

ﾃ三第000009号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて行政局
曼，総務局長通
室
ー

通達 行政局 平成17年
3月22日

449 都
等
方

首府県内の被害者救済関係機
こよる連絡協議体制の推進協
,こついて

勇
昭和41年
2月22日
晃二第122号
也方裁判所長あ
て民事局長依頼

依頼 民事局 昭和41年
2月22日

450 公職選挙法第204条及び第20
8条に規定する訴訟の取扱いにつ
いて

平成7年4
月13日 撃調籠薑舅

て行政局長通知

通知 行政局 平成7年4
月13日

451 公職選挙法第210条及び第21
1条に規定する訴訟の取扱いにつ
,､て

平成7年4
月13日

テー第40号高
等裁判所長官あ
て行政局長通知

通知 行政局 平成7年4
月13日


